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 <今週のトピックス> 

 

（１） 潜在内需を掘り起こし、党と政府が号令 

 

■ 中国共産党と国務院（中央政府）は９月２０日、国民の潜在消費能力を一段と引き出すた

めの政策意見を公布した。米国との貿易摩擦を抱え、景気の安定に果たす国内消費の重

要さが増す中、行政による管理体制の見直しや政策支援の拡大を通じて潜在内需の掘り

起こしを図る。同意見では、中国の消費市場について、①国民の多様な需要をまだ十分

に満たせていない、②行政による監督管理体制が消費の新業態や新モデルに対応でき

ていない、③品質規格が消費の質向上を後押しできるレベルにない、④信用システムと

消費者の権利保護体制が十分でない、⑤消費に関する政策体系が国民の消費力向上を

十分に支援できていない、といった問題を指摘しており、これらを解決していくことで、潜在

的な内需の活性化につなげる方針を示した。 

 

■ 「モノ消費」の分野では、賃貸住宅市場の育成やエコカー（新エネルギー車＝ＮＥＶ）に代

表される自動車消費の高度化、ＩＴ中核技術の研究開発（Ｒ＆Ｄ）強化などを掲げた。賃貸

住宅では関連法の立法作業を加速し、自動車については駐車場とＮＥＶ充電設備の建設

を強化、ＩＴ関連ではミドル・ハイエンドの携帯端末や仮想現実（ＶＲ）・拡張現実（ＡＲ）、ス

マートカー、サービスロボットなどの発展に重点を置く。 

 

■ 「コト消費」の分野では、デジタルコンテンツの充実や新しいスポーツ業態の育成、クルー

ズ、ヨット、キャンピングカーなどといった新たな観光スタイルを支えるインフラの建設など

を盛り込んだ。多様化する需要に対応するため、医療サービスに民間資本を活用していく

ことや、介護市場を全面的に開放すること、外資による職業訓練機関の設立を支持するこ

となどもうたっている。 

 

 

（２） 中秋節連休の旅客数、今年は９７９０万人 

 

■ 中秋節の連休期間（今年は９月２２～２４日）中、中国各地の名所旧跡は大勢の家族連れ

でにぎわった。文化観光省によると、期間中の旅客数は延べ９７９０万人で、観光収入は４

３５億元（＠１６円、約６９６０億円）に上った。 
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■ 北京市には期間中、前年同期比４．７％増の３９５万４０００人が観光に訪れた。このうち

歴史・文化遺産などを訪れた人は９．７％増の１２２万２０００人だった。 

 

■ ９月２５日付中国国内メディアによると、ホテル宿泊予約数の都市別トップ１０は北京市、

上海市、浙江省杭州市、福建省厦門市、江蘇省南京市、陝西省西安市、四川省成都市、

広州市、江蘇省蘇州市、重慶市の順で、中でも南京市は前年同期を４５０％余り上回った

という。杭州市、西安市、蘇州市、重慶市も３００％以上増えた。 

 

 

（３） 米追加関税で影響受ける企業「5割が外資」 

 

 米国は２４日付で、２０００億米ドル（＠１１３円、約２２兆円６０００億円）相当の中国製品に

制裁関税を課した。これについて中国商務部は２０日の定例記者会見で、追加関税によ

り機械・電気設備、軽工業、繊維・アパレル、資源・化工、農産品、薬品の６分野に影響が

及ぶと指摘。「影響を受ける企業のうち、外資企業の占める比率が５０％近くに達する」と

して、米国をけん制した。 

 

  米国による追加関税措置について、商務部報道官は「米国の一国主義、保護主義的な

措置は中米両国の企業・消費者の利益だけでなく、世界のサプライチェーンを脅かす」と

批判。政府は現在、在中外資企業を支援する措置を検討中で、適切な時期に発表・実施

していく方針と説明した。 

 

 米中間の貿易摩擦が激化する中、追加関税によるコスト増のリスクを回避するため、中国

に進出する外資企業の間では生産拠点の一部を他国に移す動きが出始めている。日系

企業でも、米国向け工作機械の生産を大連市（遼寧省）から名古屋に移管する動きが見

られている。 

 

 なお、中国人民銀行（中央銀行）前総裁の周小川氏はこのほど、海外メディアのインタビュ

ーに応じ、米中貿易摩擦による中国 GDP（国内総生産）への影響は０．２〜０．８％にとど

まると予想。中国企業にとって米国に替わる輸出先を見付けることは困難ではなく、中国

企業の「米国市場離れ」を招く可能性があると指摘した。 
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<相場情報> 

 

（為替相場） （出所： Thomson Reuters、Close Rate）  2018年 

  2018/9/17 2018/9/18 2018/9/19 2018/9/20 2018/9/21 

1USD/RMB 6.8540  6.8591  6.8466  6.8455  6.8559  

1USD/JPY 111.83  112.35  112.27  112.48  112.56  

1RMB/JPY 16.3160  16.3797  16.3979  16.4312  16.4180  

1RMB/HKD 1.1445  1.1435  1.1458  1.1456  1.1390  

 

（株式市場） （出所： Thomson Reuters）  2018年 

  2018/9/17 2018/9/18 2018/9/19 2018/9/20 2018/9/21 

上海 A株 2776.96  2827.46  2859.84  2858.18  2929.74  

上海 B株 279.84  282.93  285.33  284.53  288.60  

深圳 A株 1443.73  1467.99  1487.95  1484.61  1510.86  

深圳 B株 947.97  956.99  965.13  961.94  976.93  

 

（人民元基準金利） （出所：中国人民銀行 2015年 10月 26日改定）（年利、％）  

普通預金 定期預金 貸出 

利率 期間 利率 期間 利率 

0.35 

 

3 ヶ月 1.10 1年 4.35 

6.3  6 ヶ月 1.30 1年～5年 4.75 

 1年 1.50 5年超 4.90 

  2年 2.10   

 

 

以上 

 
本レポートは情報提供のみを目的として作成したものであり、何らかの行動を勧誘するものではありません。ご利用に関しては、すべてお

客さまご自身でご判断下さいますよう、よろしくお願い申し上げます。 

本レポートは信頼できると思われる情報に基づいて作成していますが、当行はその正確性を保証するものではありません。 

本レポートのご利用によりお客さまがいかなる損失、損害を受けられても当行は一切の責任を負いません。 

本レポートはお客さま限りでご利用くださいますようお願い致します。 

 


